
市民マイプラン講座事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内の団体が、自主的に行う学習会に対し講師を派遣するこ

とにより、市民の学習意欲を喚起し、生涯学習の推進を図るために行う市民マイ

プラン講座事業（以下「講座事業」という。）の実施に関し、必要な事項を定める

ものとする。 

 

（講座事業対象学習会） 

第２条 講座事業の対象となる学習会（以下「対象学習会」という。）は、次の各号

に掲げるものとする。 

（１）生涯学習の推進に資する内容であり、学習会の参加予定者が１０名以上であ

るもの 

（２）政治活動、宗教活動又は営利活動を目的としないもの 

（３）その他教育委員会が認めたもの 

 

（講座事業対象団体） 

第３条 講座事業の対象となる団体（以下「対象団体」という。）は、次の各号に掲

げる団体とする。 

（１）継続的及び計画的に活動を行う団体又は対象学習会を契機として、今後も活

動を行う予定である団体 

（２）団体の構成員が１０名以上であり、かつ、当該団体の構成員の３分の２以上

が市民で構成されている団体 

（３）団体の活動内容が明確であり、会則及び会員名簿を作成している団体 

（４）市又は他の団体から、当該団体の運営に対する補助金等の交付を受けていな

い団体 

（５）対象学習会を、同一年度内に１度も開催したことのない団体 

（６）政治活動、宗教活動に関係していない団体又は営利活動を目的としていない

団体 

（講座事業対象講師） 

第４条 対象学習会に講師として派遣することができる講師（以下「事業対象講師」

という。）は、対象団体が希望する講師又は教育委員会が紹介する講師とする。た

だし、対象団体の構成員は、事業対象講師としない。 

（利用の申込み） 

第５条 講座事業を利用しようとする対象団体（以下「申込団体」という。）は、対

象学習会を開催しようとする日の２週間前までに、教育委員会に対し、利用申込



書（別記様式第１号）を提出しなければならない。 

 

（利用決定） 

第６条 教育委員会は、前条の規定により利用申込書の提出を受けたときは、内容

を審査し、適当と認めたときは、講座事業の利用の決定をし、決定通知書（別記

様式第２号）により申込団体に通知するものとする。 

 

（決定内容の変更等） 

第７条 前条の規定により、利用の決定を受けた対象団体（以下「決定団体」とい

う。）は、当該決定の後、決定を受けた事項に変更が生じた場合又は対象学習会を

中止する場合は、速やかに教育委員会に報告し、承認を受けるものとする。 

 

（利用の取消） 

第８条 教育委員会は、決定団体が次の各号のいずれかに該当する場合は、講座事

業の利用決定を取り消すことができる。 

（１）申込内容に虚偽の記載があるとき。 

（２）その他教育委員会が取り消すことが必要であると認めたとき。 

 

（報告） 

第９条 対象学習会の終了後、決定団体は２週間以内に、市民マイプラン講座事業

実施報告書（別記様式第３号）を教育委員会へ提出しなければならない。 

 

（講師謝金の支出） 

第１０条 教育委員会は、前条の報告を受けたときは、その内容を審査し、適当と

認めたときは、事業対象講師に対し、謝金を支払うものとする。 

２ 前項の謝金は、５，０００円とする。 

 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から実施する。 


